アナアオサの大量発生及び有害赤潮発生に係る対策と原因究明に関する意見書

　玉名市菊池川河口で、昨年の９月ごろから発生し始めたアナアオサは、今年２月には一たん減少したものの、３月以降から繁茂量が急増し、４月末には、河口域干潟のほとんどを覆い尽くすまでに増加した。地元の漁業協同組合長によると、このような大規模な繁茂は、これまでに経験のないような異常な状況であったと聞いている。
　今回のアナアオサの発生は、漁協が通常の漁場管理の中で対応できる限度をはるかに超えており、また、夏季に向けて水温が上昇するとアナアオサが枯死・腐敗し、アサリ等に影響を及ぼす可能性があることなどから、県では、玉名市とともに地元の回収・処理の取り組みに対する支援について協議を行ってきた。協議の中では、できるだけ有利な国庫補助事業の活用等を検討したが、事業に関する要件が合致しなかったことや緊急な対応が必要であったことなどから、県単事業により、玉名市とともに財政支援を行うこととしたところである。

　しかし、アナアオサの繁茂域が広大であること、繁殖力が強いことなどから、今回の回収作業が終了しても、秋以降再び繁茂するおそれもある。また、流出したアナアオサが周辺干潟に漂着し、繁茂域や腐敗による被害域が有明海の広い範囲に拡大することも懸念される。そのような事態になった場合、アサリなどの採貝業だけでなく、有明海のもう一つの主力産業であるノリ養殖に多大な影響を与えることが心配されている。
　さらに、翌年以降、毎年繰り返し繁茂するかもしれないという強い不安感や危機感が関係者の間に広がっている状況にある。

　また、有明海、八代海で発生する有害赤潮についても、有効な予防策、対処策がない等、同様の問題を抱えているのが現状である。一たん被害が発生した場合、魚類養殖業者等の経営へ大きなダメージを与えるだけでなく、地元自治体も含め、死魚の処理等に多額の費用が必要となってくる。

　これらの課題や不安を払拭するためには、県、市だけの取り組みだけでは限界があることから、ぜひとも国による支援体制の構築が不可欠である。
　よって、国におかれては、今回のようなアナアオサの大量発生や有害赤潮の発生を、自然災害と位置づけた上で、速やかに対策が講じられるような補助事業の創設、地元自治体が対策に要した経費への特別交付税措置及び大量発生の原因究明や被害の予防策についての研究体制の構築などの対策を図られるよう強く要望する。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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